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日本 にお けるホ ワイ トカラー組合運動
一 高度成長期までの地方公務員組合の運動を中心に一
松 尾 孝 一
1は じ め に
筆者 は先 に,第 二次大戦 後の イギ リスにお けるSIMA(鉄 鋼 産業管 理職組
合)やASTMS(科 学 戦 ・技 術職 ・管理職 ス.タッフ組合),NALGO(地 方政
府職員全国組合)な どのホ ワイ トカラー組合 の実践 を検討す ることを通 じて,
ホ ワ イ トカ ラー 的な労 働 組合 主 義 の性格 づ けを試 み て きた(松 尾[1997]
[1999][2000】)。その作業 を行 うにあた って は,日 本g企 業 内化 した組.合像
を念頭 に置 きつつ,そ こか らイギ リスのホ ワイ トカラー組 合を評価す る とい う
視点 も盛 り込む ように努めた。そ してその作 業か ら導 いた結論 は,イ ギ リスの
ホ ワイ トカラーの労働組合主義の特質は,端 的に言 えば中間層 としての自らの
階層 的利益 を意識 した ブルー カラーに対する トー タルな格差 の追求で ある,と
い うこ とであ ったQ
本稿で は,こ れ まで イギ リスのホ ワイ トカ ラー組合運動 を評価 してきた視点
か ら日本 のホワイ トカラー組合運動を評価 する とい う作業 に取 り組 む。す なわ
ち,こ れ まで筆者 は格差意識や地位意識の観点か らイギ リ.スのホワイ トカラー
組合主義 の特質 を浮 き彫 りに して きたが,振 り返 ってその視点か ら 日本 のホワ
イ トカ ラー組合運動 を評価す るとどうな るのか.,.とい う問題 につ いて検 討す る
ので ある。そ のことを通 じて,イ ギ リスを事 例 とした筆者 のこれまで の議論 の
一般 性 を高 め るこ とがで き ると考 える し,ま た そ こか ら 日本 の企業別 組合 の
(ホワイ トカ ラーに とっての)意 義 と限 界を見 極め,さ らに従業 員のホ ワイ ト
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公務部門では,少 なから濾場合で職員(ホ ワイトカラー)と従業員(.7ルー カ
ラー)と を分離 した形での組織化が行われ,ホ ワイトカラー自身による組合運
動が展開されてきた。特に地方自治体の組合においては,労働基本権が制約さ
れた中で も,ホワイ トカラーによる組合運動は単なる職員団体 とい う枠を超え








で職従(職 員と従業員)が 適度に混在 している公務部門での運動の方が比較の
素材 としては適切である。そこでは,金 融や保険業などほとんどホ ワイトカ
ラーだけで構成されている業種 に比べて,ブ ルーカラーとの関係が実践上意識
1.)国家公務部門 に比べて地方 自治体 での方 が概 して組合活動が活発であ った理 由としては さまざ
まな理 由が考 えられ るが,そ れは一 義的には労使 の当事者能.力の程度の違い に帰せ られるであろ
う。例 えば,当 局側の一本化された交渉窓口がないため事実上 人事院勧告に よって詳細に賃金労
働条件 の決定が 行われて しまう国 に比 して、個 々の自治体 では,(都道府県 ・政令都 市な ら)人
事要員会 の勧告制度はある ものの,当 局側 の窓口がほぼ一本化 してい るため,給 与表の決定な ど
賃金労働条件の詳細については労使 双方がか な りの程度当事者能力 をもって交渉を行い得 るので
あ る(も ちろん法的 な協約締結権 は地方公営企業以外 の職員 にはないが}。要 するに,公 務 部門

























限れば,そ の比率はさらに上昇するであろう。また,自 治労(組 合員数約102
万入)は,自 治労連(組 合員数約25万入)分裂後 も依然 日本最大の組織人員を














治的運動の色彩を色濃 く帯びたものであった として も,同時に賃金労働条件を









であろう。これらのいわば 「賃金 ドリフト」は,個別自治体の単組 レベルでの
運動による成果とも言えるであろう。いや狭い意味での賃金労働条件面だけに
馨 とどまらず・ま緻 治的翻 だけでもなく泊 治体の個別組合においては・職
3)こ の ような理解 としては,例 えば田端[1993],9呂ペー ジ、白井 〔1992],78ペー ジな どがあ る。
4)た だ し,人 事委貝会が設置されてい るのは都道府県 ・政令都市 に限 られてお り,それ以外の中
小 自治体で は,労 使交渉によ って賃金労働条件 の決定 を行い うる自由度が よ り高い。ただ し,そ
れ らで も,大 都市の相場 への配慮 や,議 会や住民の 監視,国 や都道府県の指導等 はあ り,労使 間
での馴れ合いに よる恣意的な水準 決定 ができるわけで はない。
呼
日本にお}ナるホワイトカラー組合運動(413)93
場 における種 々の問題 に関す る活動や,昇 進 ・昇格 ・格付 けに関す る活動 など
も活発 に取 り組 まれ てきた と言 える。 この ような ことか ら,自 治体 の個別組合
は,企 業内組合 の左派的 な一種 として位置づけ ることが で きるのではなか ろ う
か。その意味で は,自 治体の個別組合の活動は民間企業 の企業別組合 の活動 に
も通 じる面 があると考 えられ,そ れゆ えその分 析はホ ワイ トカ ラーの労働組合





ら別組合を結成)。現在,市 職の組合員数は約1万7千 人で,各 局 ・区単位 に
支部をもち,係 長級以下のホワ.イトカラー職員を組織対象にしている%そ し
て,市 従(従 業員労働組合)・大交(交 通労働組合}・水労(水 道労働組合)・
学職組1市 立学校職員組合)・市大(市 立大学教職員組合)・学給労(学 校給食
.調理員労働組合)と ともに市労連(大 阪市労働組合連合会)を構成 している。
上部団体は自治労一連合である%
以下では,市職 ・市労連 ・市従の各組合史等 に依拠 しなが ら,冒頭で設定 し
た視点に沿いつつ,大 阪市役所における市職を中心 としたホワイトカラーの労
働組合連動を分析することにする。
5)大 阪 市の在職者数 は1996年4月1日時点で5万3338人〔大阪市人事委 員会[1996])で,うち
交通局 ・水道局を除いた一般部局で4万253人で ある(交 通局 ・水 道局 の職員は交通労働組合 ・
水 道労働組合 にそれぞれ組織 され ている1。さらに,.一般部 局で も消防職員に団結権 はな く,大
学 ・学校教職.員などはそれぞれの組合に組織されてい る。要するに市 職の組織範囲 は,原 則 と し
雲、 蹴 螺 諜 麟 灘 警畿 瓢 認 識 害難 万8千人程『6〕 なお,別 に 自治労連 一全労連系列 に連 なる組合 として,「大阪市労働組合」(組合 員数約500入)
が1990年代初頭 の自治労分裂 を契機 に結成 されているが,本 稿 は自治体 労働運動 の現状 を分析す







.市従(大 阪市従業員組合)・交労(大 阪交通労働組合)が 結成されていた。こ
れは,こ の2組合は戦前からの活動の蓄積があったために,戦後いち早 く組合
を再建することができたからである。.一方,市 職結成の経緯を見てみると,占
領軍の組合育成政策を至上命令 と受け取った市当.局の組合育成方針 もあ り,
1945年末あたりから各局 ・区で次々に職員組合が結成されていった。そ して各











7)大 阪市職の結成以後の題動の経 緯については,大 阪市職員労働組合[19711[1996],大阪市 労
連史編纂 委員会L1989」に主に依拠 して記述 して いる。 なお,「大阪市職員組合」が地方労働 委
員会か ら法的に労働組合 として認定されたのは,1950年8月の ことであ った(大 阪市職員労働 組
合[1996],40-41ペー ジ〉。また規約上の名称が大阪.市職 員組 合か ら 「大阪市磯 貝労働組 合」 に
な ったの は1968年のこ とであった(同 上 書,143ペー ジ)。ちなみ に市従 〔大阪市 従業員組合)の
名称が 「大阪市従業員労 働組.合」 に改 められ たのは1966年の ことであ った,
8)交 通局で も職徒刑の組 織化が行 われ たが,こ れ も戦前 にお ける職従間の差別的構造や現 業員 の





労働者であるとい うζとには納得がいかない とい うことから,「労働組合」で
はない名称として名付けたものであった。また,結成当初定められた三ケ条か









上記 のよ うな経緯か ら職従分離 しての組織化 とな り,市 職 ・市従 ・交労 ・交
織(大 阪市交通局職員組合)の4組 合で出発 した大 阪市 の戦後 の労働組合運動
であったが,し か し職従 の共闘 は早い時点か ら志向されてい#。.
まず.市職結成 直後 の1946年の5月 の時点ですでに4組 合に よる共闘体制が発
足 し(対 市四組合共 闘),家 族 生計 費を基礎 に した給与制 度(生 活保障賃金)
の確立 を当局 に要 求 して闘 って いる(「1400円要求闘争」10〕)。さ らに同.年10月
には,産 別会議 の方針 もあったが,労 働協 約獲得を 目指 して4組 合が ス トライ
キを行 い,ユ947年の2.1ストにおいて も4組 合 の共 同闘争が志向 された。
この ような共同闘争 の積み重ね を背景 として,1947年11月には市労連 の結成
9)工 職(職 従)問 の身分的断絶感は,伝 統的な民間製造 業において も公務部 門に劣 らず強か った
であろ う。に もかかわ らず,一 方は」:職一体化 した組織 化が行 われ,他 方はそうならなか ったの
は,恐 らく民 間と公務部門 との経営権の争奪をめ ぐる緊迫度の差 が大 きいで あろ う。公務部 門で
は,ブ ルー カラーに経営権 を奪われ るとい うホ ワイ トカラ ・ーの危機意 識がさほど強 くなか ワたの
ではなかろ うか(革 命が起 きて も官僚 機構 は必 要P。 それ故 に民 間ほ どには職員層 が従業員 に
追従的にな らず,別 個 に組織 を作 ることになった と考え得る。







他の3組 合が総 同盟 とい う上部団体の相違 を考 えるな らば,4組 合の連合体 は
比較的スムーズに結成 され た と言 えるだろ う。ただ し,市 労連 の第 ユ回定期大
会 は1958年11月にな って初 めて開かれた ことに象徴 され るよ うに,市 労連 は結
成当初 は緩やか な連合体 として機能 してお り11},.各組合の共闘体制 は最初か ら
強固だ ったわけではない。 それで は,い か にして各組合が市労連 を中心軸 とし
て運動 を組み立 てるよ うになったか,そ の過程 を次 に見 てみ たい。
IV市 労連 を軸 に した運動体制の構築 と市従 との断絶の克服
.1950年代の職階給導入に対する市職の対応を中心に
戦前の身分制的俸給体系が改 められた終戦直後の市 の給 与体系 は,生 活保障
給 的色彩が きわめて強い もので あった(第1表)。 職 階給 に相当す る部分が な
く,勤 続給 の部分 もわずかで ある この給与体 系 は,き わめて平等主義的色彩 の
強い ものであ った と言 える。確か に職従問の賃金水準 の差 はあ ったが,賃 金算
定方式が両者間で質的に異 なるわ けで はなか った。要す るに この賃金体系 は,
職従一本の生活.保障給 的色彩 の強 い ものであ った と言 い うる。 この給料表 は終
戦直後の インフレの中,組 合 の賃上 げ要求の結果勝ち取 られた もので あ ったが,
これ を出発点 として,以 後市職等 は生活保障給の立場 か らその充実 を求 める運

























































































15 13.80 2.71.80 209.80?
? ?? 138 96.25 64 276 15 476 614
旧 73 5 〔1.04入)5.20 10 7.30 27.50
100.50?
? 新 73 73 5
.一
20.80.146 10 254.80 327.80.
従.旧2.30.69 5 〔1.9.人9.50 9 .6.90 1 31.4041.4018 3 6 7 75.40175.80
?
? 新 2.30 69 69. 5 38 183 9 304 52.9018 75. 3 6. 7 161.90534.90
注D:物 価 手 当・・… ・本 給 相 当額,但 し最 高100円、 最低50円
2):勤 続 手 続 …… 勤 続5～10年 ・吏 員7円 ・雇 員5円,10-15年 ・吏 員15円 ・雇 員111'1.15-20年・吏 員25円 ・雇 員18円,20-25
年 ・吏 員35円 ・雇員25円,25年以 上 ・吏員45円 』・雇 員32円
従 業.員は 勤続1年 で1円,1年 増 す ご とに50Mを 加 丸 る。5年 以 上 は雇 員 と同 じ
3);家 族 手 当 ・・・…ll.1・1人につ き5円.新20円
4〕:臨時 勤 勉 手 当・…・・更 ・雇 員 は本 給 の2倍,但 し最 高400円,従 業 貝 は 日給3円 以 下 ほ本給 の2倍 に1円50Aを 加 え,日 給3円 以上 は
本 給 に4円50銭 を加 え る.
5):臨 時 手 当 …… 本 給 の15%で 吏員 は最 高15円,最 低7円.雇 員 ・従 業 員 は最 高10円,最 低5円
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第2表 級別号俸制度
級 吏雇員 級 吏雇員 級 吏雇員
1級 1-20号給 6 22～50 11 50-67
2 3～26 7 28-56 12 55-70
3 7-32 8 33-59 13 60-74
4 11-37 9 38～62 14 65～78
5 ユ5-42 10 44～64 15 73～82
注:こ の表 は最終解決案。従業 員は7級54写.まで。
出所:大 阪.i1∫職 員労働組合[1996]56ページ,「大阪 市職報』第118号;1955年
1月25日よ り作成。
しか し,そ の後いわゆる 「逆 コース」 の中1950年に制定 された地方公務員法
において 「官公均衡」の原 則(国 と地方 との間で の給与水準等 の均衡の原則 〉
が うたわれた こともあ り,自 治体 の給与体系 は国に準 じて次第 に職階給的色彩
を強めてい く1㌔
大阪市において もまず1954年に,1948年か ら国の2920円ベースの俸給 表に準
拠 して実施されていた職従一本 の1号 給か ら82号給 までの通 し号俸 制度")に対
して,給 与等 級を15段階に分 け,昇 格基準 によって上位等級 に昇格 しない限 り
その級 の上限の給5額 で昇給が ス トップす るとい ういわゆ る 「頭打 ち」制度 を
市 当局は設定 して きた(第2表)。 この制度に対 しては庁内 の各組 合が反対 し
.たこ とは言 うまで もない。 しか しこの級別号俸 制度は職 階給 としてはまだ非常
に初歩 的な もので あ り,.運用次第で 「頭打 ち」を防 ぐこと.は困難で はなか った
し,ま た給料表 が職種 間で分 断 され たわ けで もなか った。 よって,市 労連 は
「昇給昇格 につい ては引続 き団交 を行 う」 「昇格基準は分科会で交渉する」,市










よ って,こ の制度改編 については闘争 を集約 してい る。
次 いで1957年には,前 年 の人事 院の給与体系再編提案(「職務 ご とに8種 類
の俸給表 を設 け,現 行15級を原則 と して7等 級 に改 め,い わ ゆる通 し号俸制 を
廃止す る」)とそれ に沿 った国 の給与法改 定を受 けて,6月 大 阪市当局 も国 に















.この制 度は,職 種 ご とに,等 級構成 ・昇給 のあ り方 ・給料表 の幅 な どに差 を
つけ るものであ り,ま た,給 料表 を15等級か ら7等 級(非 現業職)に 整理す る
ことに よって等級 と職 階 との リンクを強 め,上 位の職階に昇進 しない限 り給与
は一定以上には.ヒが らな くなる制度で もあった。
この ような給与体系の再編 に対 しては,終 戦直後か らの生活保障給 的な給与
体系 を根本的 に崩す ものである として,有 職 は市労連 などとともに反対 する姿
勢 を とった。有職が特に問題に したのは,こ の給与体系再編が通 し号俸 制度を
廃止す るこ とによって職階給体 系を強め,多 くの職員 に昇給の 「頭打 ち」の問
題 を深刻 にさせ る とい う点であ った。 このよ うな市職 の危惧 は,有 職の スロー
ガ ン.自体 によ く表現 されてい ると言 える。一 口 く,「職 階給 与体 系反対 ・通
15)大阪rl∫職員労働組合[1996],70ぺ」ジ。
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し号俸制堅持,昇 給昇格制度改悪 阻止,職 務 限度引上 げ ・頭打 ち解消,初 任給
引上げ ・給与の不均衡是正」1㌔
r方,市 従(従 業員組合)が この給与体系再編 に反対 した理由 には,上 記の
市職 の反 対理 由だ けに と どま らず,職 員(ホ ワイ トカラー)'ηと従 業 員(ブ
ルー カラー)と の間で給料表 を分割す る ことに対す る抵抗感 が強 くあ ったIE)。.
そ の こと もあって市労 連 も,給 料表 の金額 は全職種 に国 の行 政職(一 〕俸給
表19,を基準 に した通 し号俸 を適用す ることを中心的要求 として闘争を組んだの
であ った。
給与体系 再編 への反対 闘争 において は,常 職 ・市 従 ・市労連 の間で上記 のよ
う.に微 妙な力点 の相違が見 られた。す なわち,常 職 には特 に頭打 ちへ の反発が
あ り,市 従 には給料表分割へ の反発があ り,市 労連は全体 的視野 に立 って給料
表分割 自体 への反対 よ りは全職種 間の通 し号俸制の実質的堅持 に運動 の力点 を
置いたので あった。
結局 は,国 の行政職(一)俸 給表を もって全 職種 に通 し号俸 をつ くるとい う
市労連 の方針 に沿い,市 労連が中心 とな って市 当局 との交渉 を進 めたが,全 職
種共通 の通 し号俸 を維持す ることはで きなか った。 そのため,多 様 な職種 を包
含す る市職 も,一 般職の給 料表(一)(二)の 設定については基 本的に了解 し,
その他 の職種の給料 表においては最低 国の行政職(一)俸 給表 を適用す るとい
う線で11月当局 と妥結 したので.あった。昇格基準 の改善が図 られた とい うこと
も市職が闘争 を集約 した一因であ った。 こ うして,以 後の給与体系 の骨格 を作
るこの給与体系再編 は,職 種 間で給料表が分割 され職種間での通 し号俸 制が崩











この給与体系の再編には,職 階給 の強化 とい う狙 いと並 んで,賊 徒 問で給料
'
表 を分割す る とい う狙い もあ った と言える。これは職従 間の分断攻撃で もあ っ
たわ けであ る。市職 と しては,職 従間での給料表分割 を認 めた上で,そ れ を取
引材料 に しつつ職員(ホ ワイ トカラー)の 給 与の頭打 ちの改善 を求 めるとい う
戦略 を と.ることもで きたわ けであ る鋤。 しか し常職 は,市 従 との微妙 なスタン
.スの違 い22〕をみせつつ も,結 局は独走す ることな く市 労連にゲ.タを預 ける形で
全 体的視野 か ら闘争 を闘 った と評価で きるのである。さ らに,こ うして 「一本
の通 し号俸 制が崩壊 したこ とによ り,以 後の賃金闘争においては,意 識 的 ・.主
体 的 な共 同交 渉 ・共同行動 を追求 しない限 り,組 合員の統∴基盤が 弱 まる」お)
とい う状況 が生 じ,こ れ を契機 に各組合の市労連への結集志向が強ま り,市 労
連 は緩やかな連合体 か らの脱皮 を とげてい くのであ る。
また,市 職 自体 にとって も,結 成か ら10年余 りた つて ようや く,市 労連 を媒
介 に してで はあ るが,.この件 を機 に市従 との運動上での連携 を深め ることに成
20)この1957年か らの7等 級の職 務等級 制度(一 般行政職)は,1985年に10級制 に再編されるまで
続いた。等級 と職位 との対応関係は,7等 級が事務員 ・技術員,6・5等 級 が職員(吏 員),4等
級が係長級,3等 級が課 長級、2等 級 が部長級,1等 級が局長級であ る。
21)こ の給.与体系の再編 の問題 に関 して,当 時 のホ ワイ トカラー職 貝層 内部で どの ような動 きが
あ ったのか を今の時点で詳細に知る ことは困難で ある,し か し当時 の市職機関誌の縮刷版を読む
と,.反対意見 とともに,「表 の金額 さえ同 じであれば俸給表は別々であ って もいいので はないか」
などとい う市職 内の賛成意見 も紹介 され ている(「大阪市戦報」第161号,1957年7月29日)。ま
た,有 職 の組合史 にお ける次のよ うな微妙な記述か らは,職 員層 の一部 に独善的 な動 きが生 じて
いた ことを想像 しうる.一 「・…・・あ るいは.各職種 の要求が組織 的全体的 な立場でな く,と もす
、 れ ば セ ク トを生 じ,ひ いて は組 合脱 退論 さ え出 る危険 の生 じた ・.…・」(大阪 市職 員労 働組 合
[1996],72ペー ジ〕。
22)この違 いが,こ の闘争 に関 しての両組合の総括 の差に もつ なが ってい ると思われ る。 一市職:
「結論的 には,1948年以来実 施をみた暫定職階制、1955年制度化され た紋 別頭打 ちの内容 と比較
した場合,旧 制度 にお ける若干の矛盾是正 とあわせ て前進 をとげることがで きた,と 言 えよう」
(大阪市職 員労働 組合[19961,72ペー ジ)。市従:「部分的な改善 は実現 した ものの,給 料表 は分
割 され,初 任給 も一般職 と差がつけ られた ことは,格 差是正をめざす市従 の基本方針か らすれば
後退 を余儀な くされ たもので あ ワた」(大阪市従業員労働 組合[1995],78ペー ジ)。要する に市 、








市職 自体 は市職内部の問題 に軸足を置いて運動を展開してい くことになる。..







職員(ホ ワイ トカラー)の 入事的処遇の問題にも積極的に取 り組むようになっ
た。本稿では,ホ ワイ トカラー内部での 「格差」の問題に対 して組合がいかに





ぐ形で戦後においてもホワイ トカラー=吏 員,ブ ルーカラー=傭人などと呼称
されてきた。 しか しホワイ トカラーにしても多 くは最初から吏員 として採用さ
れるわけではなく当初は雇員採用で凋,地方自治法上の吏員になるためには吏
員昇任試験に合格す ることが必要であった2%この試験は,学歴の低い者,現
24)雇員 は書記的職務に従事 する事務補助従事者。 ただ し大阪市の場合,大 卒行政職試験 採用者は
採用時か ら吏員 笛 等級)に 格付けされていた。
25)吏員昇任 は現行制度での行政職2級 昇 格に相 当す る もので あり,大 阪 市の場合原則 として大卒










ること,な どへの危惧があった とされる。交渉の結果.市 側から,「現行の吏
員昇任制度について,他都市の改善状況にくわえ,本市固有の特殊性 として管
理職昇任試験を実施していない等の実情に鑑み,人 事委員会の昇任選考の形で,




の吏員等の職員名称を廃止させ,現 業職 ・非現業職を問わず職名を 「(大阪市)
職員」に統一させている.(1974年7月実施,下 記の内容〉%)。
i職 名問題についてi
i、.現 行の職員名称 「輔 顛 ・技術類 ・事瀬 ・櫛 員 ・用瀬 ・現業i
i員 」については,轍 原賑 して使肌 ない・i
iな お,大 学 教 員 の 名 称 につ い て は,当 分 の 間現 行 どお り とす る 。i.
i21任 免 上 の 名称 につ い て は,原 則 と して 「(大阪.市)職 員」 とす る 。i
＼制度 となって おり,高 卒は採用5年 目の終わ りまでに.大 卒は採用時か採用1年 目の終わ りまで
には2級 に格付 けられ る自治体が ほとん どであ る。
26}例えば,1960年の特殊職員(行 政職給料表適用の技能労務職 看護婦 な ど〉 の吏員昇任試験の
結果を 見る と,技能 労鰍 で受験者62人中論 者51人(舗 率82・3%)・その他で受験者156人中









1経 験を必要とする業務を行 う職務,お よびそれと同等以上の業務を行う職
…務(以 下 「(仮称)基 準職務という」)に従事する職への資格選考」とし,
また現行の 「雇.員昇任選考」は,「補助員 〔看護助手〉か ら事務職員への転
1任 選考」として存続させる。
iな お,地方 自治法上の 「事務吏員 ・技術吏員」については,今 後資格名


































i.鶯 壁 ・嘲 と一 ・　 　 は　 　 科目
・.このよ うな数年 に及ぶ市職 を中心 とした取 り組み によ って,庁 内の職名 と し
ての吏員の名称 は廃 止 され,基 準職務職釦〕(1日来の吏員〉 への昇任 試験 も限 り
な く無試験 に近 い形 の ものになった。 この運動 において見 られた常職の姿勢を
いか に評 価 す るか は,後 述 した い。 ただ,こ の闘 争が,職 員(ホ ワ イ トカ
.ラー)内 で の身分格差の撤 廃 に向 けた闘争で あ った ことは確か に間違い ない。
さ らに,試 験 を通 じた組合員の能力主義 的差別 ・分断や当局 イデオロギーの押
.しづ けを防 ぐとい う一面 もあ ったであ ろ7BU。しか し,そ れ らだけでは な く,
ノンエ リー.トのホワイ トカラーにも制度 としての昇進 の青天井 を切 り開 き,彼
らの昇進 を円滑 なら しめ る狙い もあ った とい うことは,や は り指摘で きるので
はなかろ うか。
2ワ タリ 〔運用昇格)・職務限度問題への取り組み
ワタリ(運 用 昇格)や 職務 限度(昇 進限度)改 善の問題 も,高 度成長期の市
30)基準職務職に相当す る等級 は,当 時 の行政職6等 級,1985年以降の2級 である。
31)当局.イデオロギーの押 しつ けを防 ぐので あれば、試験 よりも研 修制度の方をむ しろ問題 に しな
ければな らなか ったで あろ う。
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職 ・市労連の重要な運動課題 となった。 もともとワタリの制度は,1950年代後
半,通 し号俸制を廃 した国の俸給表 に合わせた給料表 を自治体 に導入す る際 に,
各 自治体 での労働慣行や 国 との職員構成 の違い などへの配慮 として設け られ た
制度であ った。特 に1960年に,自 治省 と自治労 との交渉の結果,自 治省 自身 も
自治体における給料表 のワ タリ運用 を承認 した ことに より,そ の年 の給 与改定
か ら多 くの 自治体 でこの制 度が本格 的に導入 されてい ったので あ った。
ワタ リについては,そ れ が運用 ・内規上の もの とされてい るがゆえに実態 を
正確 に把 握するのぽ難 しい。 しか し大阪市の場合,行 政職.一般 職員.(5等級)
.の係長級(4等 親)へ の ワタ リは,「中馬革新 市政」1期 目の1960年代半ば に
は定着 していた と思われ る綴1。以後1970年代初頭 にか けて,市 職 ・.市労連 は,
4等級への昇格基準 の緩和や,係 長級の課長級(3等 級)へ の ワタリ(4等 級
特認 制度),技 能 ・免 許職 員(保 母 ・看護 婦 な ど)の 職務 限度 の改 善 を勝 ち
取 って きた。そ して,ワ タ リに関 して市職 ・市労連が当局 への攻勢 を強 めた の
は1974.年の ことであ った33〕。 この年 の確定 闘争 において,市 労連 は行政職一般
職員の3等 級(課 長級)へ のワタリを要求に掲げたのであ った。
行 政職一般係員 の4等 級 限度 を3等 級 に伸 ばせ とす る市労連 要求に対 して は,
市側 は 「職務 の複雑等 を考慮 した係長級の実態に鑑み,係 長級 につ いて,選 考
に よ り一部3等 級 に格付 す る方向で検討 したい」鋤 と回答 した。 要す るに,係















ワタ リについては否認 したので あった。.市労連は,な お一般 係員の3等 級 格付
につい て市側 の再考 を求め たところ,「4等 級在級一般係員 の3等 級格付 につ
いて は,制 度化 はで きない。 しか し,き わめて限定され るが,ケ ース ・バイ ・
ケースで,成 績特 に抜群 で,企 業へ の貢献 度,業 務の実 態 をみなが ら,例 外
的 ・弾力的 に考 えてい きたい。 これ を空文 に終わ らせない よう,前 向 きで検討
す る」 こ ととなつだ ㌔
この よ うに1974年の確定 闘争時 に も一般係員の課長級 ワタ リを制度化するこ
とはで きなか った。 しか し,当 局か ら前述の ような回答を引 き出 した ことや,
行政職一.一般係 員(事 務)の 〔ワタリによる)4等 級到達年数を従 来の23年か ら
121年に短縮 させた こ と
,行 政 職4等 級 及び5等 級特認へ の昇 格率 をそれ ぞれ
10%アップさせ た ことな どを考 えれば,こ の年の闘争は組合側の ワタリ要求の
到達点であ った と考 えてよいだ ろ う。そ して1975年以降は,不 況下で 組合側が
守勢 に回 った ことや 国の指導 もあ り,こ れ以.Eのワタリ要求を当局に出 してい
くことは困難 にな ってい.くのであ る。
さて ここで,こ の よ うにワタ リ制度を要求 していりた市職等 の運動 はどのよ
うに評価 しうるのか について考えてみ よう。組 合が ワ タリを要求す ることの根
拠 には,職 務上 の地位 にかかわ らず生活賃 金を保障させ るという大義名分があ
る。 しか し,.生活賃金の保障 とい うことであれば,一 般係員 の給料表 の改善や
足伸ば しを行 うことによって も実現可能である。だか ら,市 職が ワタ リを要求
してい った理由 には,職 階給 構造 を形骸化 させ るとい うね らい も同時 にあ った
のであ ろ う。
だが,ワ タ リ要求には職務(昇 進)限 度 の改善 とい うね らい も究極 的には含
まれてい るのであるか ら,そ れを職 階給構造 を形骸化 させ る運動 ζい う側面 だ
けで とらえ るの も適当ではない。 む しろ.市職等の ワタリ要求の背 後には,職 階
制度をあ る程度前提 とした.トで,職 制や よ り上位の職制 に昇進で きない者 の上
昇要求を満たす 〔とりあえず賃金面で の運用昇格を勝 ち取 り,次 いで 正式 な職
35)同上書,223ページ。
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位 として)と い う発想 が一面で は存在 していた と考え るべ きで はなかろ うか距}。
例 えば,国 の制度改正に準 じた10級制 の等級制度へ の移行(1985年)に際 して,
1974年以来実施 されて きた係 長の課長級へ の ワタリ制度が6級(「 総括係長」)
の新設 とい う形で公式化 された時,市 職 もそれ に反対 しなか った ことは,そ の
ことを象徴す る ものであろ う3η。
第3.表 大阪市の等級制度
.旧 1等級 .2 一 3 一 4 5特 5 6 7
新 10級. 9 8. 7 6 5 4 3 2 1








係長 係員 係員 係員 係員
注=旧 は19B5年7月 ま で の制 度 。 新 は1985年7月以 降 。










36)もちろん大阪市 の現行制度では,ワ タリで5級 に格付け られる者 には係長や主査 の肩書 きはっ
か ない。
37).この点 を もう少 し詳 しく説明す るとこうい うことである。つま り,ワ タリ要 求の建前 を極限的
に突 き詰 めてい くと,そ れ は職階 を無視 した完全な年功給 や勤続 給を要求す る ということになら
ざるを得 ない し,ワ タ リの公式化(そ れは慣行 としての ワタリを 「1職1等級」原則 の中に封 じ
込 める ことで もある)と しての等級数 の増加に も反対の態度を とらなければな らないはずで ある。
だが,市 職が実際 に とった態度 はそ のような ものではなか った。それは,そ のような態度で はワ
タリ要求の背後 に潜 む本音の心情の一面(昇 進要求〕を 自己否定 する ものとな りかね ないか らで
あろ う.そ の意味で,6級 新 設(3等 級 ワタ リ問題の 「解決」)を市 職が容認 した ことは,ワ タ





市職が この ような制度を一貫 して要求 して きたことは,常 職 の基盤が高卒 を













.長期に自治体 レベルでの自律性の高い労使関係が実態 として定着 していったこ
とは指摘されるべきである。特に大阪市労連 ・市職は,自治労傘下の組合の中
で もこの路線を意識的に追求 したのであった。確かに,戦後一貫 して労使の争
点になった賃金労働条件上の問題 については国レベルでの制度改正が引き金に
なうたものであるし,それらへの市労連 ・市職の対応 も総評 ・自治労や他都市.
組合等による影響を受けた ものではあった。しか し国が先行 して導入してきた
大 きな制度的枠組みの範囲内では,市 の労使 レベルでの自律的な賃金労働条件
決定は次第に定着 していったのであった。
本稿では,上記のような視点と認識に立ちつつ,高 度成長期までの大阪市職














その中で職員(ホ ワイトカラー)内 部での格差の問題について言えば,市 職
は地位.トの.ヒ下格差を平準化するよりも,む しろ,吏員昇任選考の緩和,ワ タ
リ制度,係 長昇任試験の導入阻止などによって,高卒を中心 としたノンエ リー
トの職員にも昇進機会を付与させる運動を行 ったと言える。言い換えれば,市
職は,平等主義的な観点から昇進規制をかけるよりは,組合の影響下でノンエ
リー トの職員にも昇進機会を拡大させることによって,こ の層に対 しての組合





の昇進ニーズとこの路線 との間にコンフリク トを生 じさせることもなかった。
しか しこの路線が職員間の格差を、ヒ方で平準化させたかは疑問である。なぜ
なら,この路線は大卒を中心 としたエリー ト職員の早い昇進を妨げるものでは




この ような路線 は,政 令都市 の中で も特 に大卒職員比率 が小 さい大 阪市 の実
情 には適 した もので あ った と言 えよ.う。 しか し今後の大卒比率 の増大 と,1990
年代以降 と りわ け台頭 して きた公務員 人事管理 にお ける個別主義の動 きの中で,
従 来の路線 を維持 しつつ組合員 に対 す る求心力をいかに確保 してい くか とい う
こ とは,組 合にとっての今後の大 きな課題 であ ると言 えよ う。
VIIお わりに一 イギリスとの比較の裡点から
最後 に,以 上 のよ うな大阪市の職員層の組合運動 は,(別 稿で検討 して きた)
イギ リスのホワイ トカラー組合運動 との比較 においては どの ように性格づ け う
るかについて述 べておこ う。
この点について端 的に言 うなら,大 阪市 の職員層の組合運動は,大 卒の幹部
候補生や職制よ りも高卒 を中心 と したノンエ リー トの ホワイ トカラー に運動基
盤 を置 きつつ,こ の層 の身分 的処遇 の改善 を求 めてい く運動であ った と㍉・うこ
とであ る、 これ まで分析 して きたよ うに,大 阪市職 の運動 は,ホ ワイ トカラー
としての階層意識に基づ きブルーカラーに対す る自らの特権性の維持 ・拡大を
追求 してい くものではなか った。む しろそれはノ ンエ リー トのホワイ トカラー
た ちによる社会的地位の向上運動 であ ったので あ り,そ の点 において庁内 のブ
ルーカラー(従 業員)の 運動 とは親和 的な性 質を有 していたので ある。それゆ
えに大阪市職は,高 度成長期に市 労連 を媒 介に庁 内の他組 合 と足並み を揃 えた
運動 を構築 してい くことがで きたのである。大 阪市 の職 員層 の運動 のこう した
性格 は,中 間層の階層的利益 を保守 しブルーカ ラー との格差 を維持す ることに
蘭心 を向けたイギ リスの ホワイ トカラー層 の運動 とは,志 向の向 きにおい て大
きく異 なる ものであ った。
もちろん,ノ ンエ リー トの ホワイ トカラーの経済的 ・社 会的地位 の向上運動
を可能 に した背景 には,高 度成長 によるパ イの拡大(特 に組織規模 の拡大)が
あ った ことは否定で きない。従 って石油危機以降の低成長期 にはその運動 は変
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